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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期
第３四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 17,355,923 ―

経常利益 (千円) 616,955 ―

四半期(当期)純利益 (千円) 223,020 ―

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 291,471 ―

純資産額 (千円) 11,567,556 11,477,767

総資産額 (千円) 20,784,149 21,694,086

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 9.95 ―

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 55.6 52.9

　

回次
第72期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.60

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第71期につきましては連結初年度であり、貸借対照表のみ連結しているため、連結貸借対照表項目のみを記載

しております。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績の異常な変動等又は、前事業年度の有価証券報
告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当期より、四半期連結損益計算書を作成しておりますので、数値についての前年同四半期比較は行って
おりません。
　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の復興需要などから緩やかな回復の兆
しが見られたものの、円高の長期化や欧州債務危機問題に加え、世界経済の減速懸念が高まるなど、景気
の先行きは不透明な状況で推移いたしました。
　このような状況下におきまして、当第３四半期連結累計期間の売上高は173億5千5百万円、営業利益5億5
千7百万円、経常利益6億1千6百万円、四半期純利益2億2千3百万円となりました。
　セグメント別の売上高、営業利益につきましては、特殊帯鋼、普通鋼等の鋼材を販売しております商事部
門では、売上高は105億4千万円、セグメント利益（営業利益）は4億9千1百万円となりました。
　焼入鋼帯、鈑金加工品を製造販売しております焼入鋼帯部門、鈑金加工品部門では、焼入鋼帯部門につき
ましては、売上高は12億3千8百万円、セグメント利益（営業利益）は1億8千1百万円となりました。鈑金加
工品部門につきましては、売上高は51億1千1百万円、セグメント利益（営業利益）は5億6千万円となりま
した。
　また、海外事業につきましては、売上高は4億6千4百万円、セグメント利益（営業利益）は1千1百万円と
なりました。

　
(2)財政状態の分析

（総資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は207億8千4百万円(前連結会計年度末は216億9千4百万円)とな
り、9億9百万円の減少となりました。主な要因としては、現金及び預金が9億7百万円、受取手形及び売掛金
が8億8千6百万円減少したこと等によります。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の負債は92億1千6百万円(前連結会計年度末は102億1千6百万円)となり、
9億9千9百万円の減少となりました。主な要因としては、長期借入金が11億1千3百万円増加いたしました
が、支払手形及び買掛金が15億5千8百万円、流動負債のその他に含まれている固定資産購入支払手形が2
億4千6百万円減少したこと等によります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は115億6千7百万円(前連結会計年度末は114億7千7百万円)とな
り、8千9百万円の増加となりました。主な要因としては、その他有価証券評価差額金が5千2百万円増加し
たこと等によります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変
更及び新たに生じた課題はありません。
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内
容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

　
株式会社の支配に関する基本方針

①基本方針の内容

当社は、昭和18年5月に創業以来、特殊帯鋼(みがき特殊帯鋼、熱間圧延鋼帯、ステンレス鋼帯)、普通鋼
等を主とした鋼材の販売をする商事部門と、特殊帯鋼を主原料とする焼入鋼帯(ベーナイト鋼帯を含
む。)及び、鈑金加工品(コードリール、ゼンマイを含む。)の生産をする製造部門を中心として事業展開
をしております。
　現在当社は、『会社の繁栄は従業員の幸福につながり社会に貢献することにある』を経営理念とし、
『持続的に成長する会社つくり』を経営方針としております。当社は、この理念に基づき、短期的な収
益の確保のみならず、中長期的な視野に立って、当社の従業員、取引先の皆様、お客様その他の当社に係
る利害関係者を含んだ当社の本源的価値及び株主様共同の利益を持続的に維持・向上させていくこと
が必要であると考えております。

②基本方針実現のための取組み

○当社の財産の有効な活用、適切な企業グループの形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組

み

当社及び当社グループ会社は、透明で公正な企業活動による持続的に成長する会社つくりをめざ
して、特殊帯鋼の専門商社及び焼入鋼帯・鈑金加工品のメーカーとして、特殊帯鋼の市場占有率の向
上を図るとともに、特殊帯鋼の特性を熟知した加工技術をもつ強みを活かした安全な製品を自動車
のエンジン・ミッション、農業機械、住環境機器などの広範な市場に安定的に提供しております。
　また、価値提案企業として、特殊帯鋼の加工性情報を活用した販売に努め、広幅焼入鋼帯のさらなる
市場創造と、自動車エンジン・ミッション分野へのアッセンブリ製品の展開、農業機械分野へのモ
ジュール製品などの複合製品の展開をそれぞれ推進するとともに、自社ブランド製品の開発に努め
ております。
　また、当社は、企業の社会的責任を果たし、株主の皆様、顧客の皆様、ユーザーの皆様、取引先の皆様、
従業員などさまざまなステークホルダーから信頼されることが、事業活動において不可欠と考えて
おります。また、コーポレート・ガバナンスの充実・強化が経営上の重要課題であると認識し、公正
かつ透明性のある経営基盤の強化を図り、的確な意思決定と迅速な業務執行を行うよう努めており
ます。

○基本方針に照らして不適切な者によって当社が支配されることを防止するための取組み

当社は、平成23年5月13日開催の取締役会において、平成23年6月24日開催の第70期事業年度に係る
定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、「当社株券等の大規模買付行為に関する対応
方針(買収防衛策)」(以下、「本プラン」といいます。)を継続することを決議し、平成23年6月24日開
催の定時株主総会でご承認をいただいております。
　本プランでは、当社の株券等を20％以上取得しようとする者(大規模買付者)が現れた場合に、大規
模買付者が本プランに定める要件(必要情報及び検討期間)を満たさない場合、また、要件を満たす場
合であっても当該大規模買付行為が、当社の企業価値及び株主様共同の利益の確保・向上に反し、対
抗措置を採ることが相当と認められる場合には、当社取締役会は、当社株主の皆様の利益を守るため
に、対抗措置を採ることがあります。
　当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、新株予約権無償割当て等、
会社法その他の法令及び当社の定款により認められる措置といたします。
　具体的に如何なる手段を講じるかについては、独立委員会の勧告を最大限尊重して、その時点で最
も適切と当社取締役会が判断したものを選択することといたします。
　本プランの有効期間は、平成26年６月30日までに開催される第73回定時株主総会の終了の時までで
あります。
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③具体的な取組みに対する取締役会の判断及びその理由

当社取締役会は、これらの取組みが基本方針に沿うものであり、株主様共同の利益を損なうもので
はなく、会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
　本プランは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現
に当社の経営を担っている当社取締役の意見を当社株主の皆様に提供し、さらには、当社株主の皆様
が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としております。これにより当社株主の皆様は
十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、
そのことが当社の企業価値及び株主様共同の利益の確保・向上に繋がるものと考えております。
　同時に本プランは、本プランの発動等に際しての社外者からなる独立委員会の設置や合理的な客観
的発動要件を設定しており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保して
おります。

④コーポレート・ガバナンスの強化について

当社は、企業の社会的責任を果たし、株主の皆様、顧客の皆様、ユーザーの皆様、取引先の皆様、従業員
などさまざまなステークホルダーから信頼されることが、事業活動において不可欠と考えております。
また、コーポレート・ガバナンスの充実・強化が経営上の重要課題であると認識し、公正かつ透明性の
ある経営基盤の強化を図り、的確な意思決定と迅速な業務執行を行うよう努めております。

(1) コーポレート・ガバナンス体制の強化

当社は概ね１ヶ月に１～２回の常務会、経営会議において各部門の管掌役員が集まり、各部門の運
営上の説明を行い、経営上の諸問題の審議及び内容の具体化など、経営執行上の意思決定を迅速に
行っております。
　当社の取締役会は現在10名で構成されております。取締役会は月１回の定例取締役会のほか、必要
に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項の決定や業務執行の状況を逐次監
督しております。また、変化の激しい経営環境に機敏に対応するために取締役の任期を１年としてお
ります。
　さらに、取締役会から独立した監査役会を設置しており、財務監査は当然のこととして、コンプライ
アンス、リスク管理、業務監査の各視点から監査を行っております。

(2) コンプライアンス体制の強化

当社は、企業倫理要綱を設けるとともに従業員からの通報、相談を受け付けるヘルプラインを設置
するなど、経営倫理委員会が中心となってコンプライアンス、リスク管理を含む企業倫理の啓蒙とそ
の徹底に努めております。

(3) リスク管理体制の強化

当社は、リスクマネジメント委員会がリスクの評価、優先順位などを総括的に管理しており、情報
管理委員会が個人情報、企業の有する機密情報などの適正な管理体制の構築に努めております。
　また、内部監査部を設置し、経営の合理化及び能率の増進を目的とし業務及び会計の監査を行うほ
か、リスク管理の視点からも監査を行っております。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、64,409千円であります。なお、当第３四半
期連結累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
　なお、研究開発活動については、特定のセグメントに関連付けられないため、セグメント別の記載は行っ
ておりません。

　
(5) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

　
(6) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

　
(7) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末に
おける計画の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年2月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,558,063 22,558,063
大阪証券取引所市場

第一部
単元株式数　100株

計 22,558,063 22,558,063 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

― 22,558,063 ― 1,848,846 ― 1,469,608

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

モリテックスチール株式会社(E01411)

四半期報告書

 6/17



　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない
ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載
をしております。

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 150,600

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,380,300
223,803 ―

単元未満株式(注)
普通株式

27,163
― ―

発行済株式総数 22,558,063― ―

総株主の議決権 ― 223,803 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。
　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
モリテックスチール株式会社

大阪市中央区谷町
六丁目18番31号

150,600 ― 150,600 0.67

計 ― 150,600 ― 150,600 0.67

　

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1)　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

(2)　前第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日）は四半期連結財務諸表を作成

していないため、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書に係る比較情報は記載しており

ません。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、協立監査法人による四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

モリテックスチール株式会社(E01411)

四半期報告書

 8/17



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,327,672 4,420,316

受取手形及び売掛金 ※１
 7,229,105

※１
 6,343,031

電子記録債権 － 208,506

商品及び製品 2,364,041 2,329,657

仕掛品 289,448 302,035

原材料及び貯蔵品 341,967 301,785

その他 342,038 374,899

貸倒引当金 △3,700 △3,391

流動資産合計 15,890,573 14,276,839

固定資産

有形固定資産 3,820,607 4,360,384

無形固定資産 43,518 38,379

投資その他の資産

投資有価証券 1,412,218 1,608,453

その他 535,808 508,732

貸倒引当金 △8,640 △8,640

投資その他の資産合計 1,939,387 2,108,546

固定資産合計 5,803,513 6,507,309

資産合計 21,694,086 20,784,149
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１
 7,601,886

※１
 6,043,160

短期借入金 400,000 450,150

未払法人税等 162,772 7,640

未払消費税等 9,193 13,088

賞与引当金 190,000 95,000

役員賞与引当金 40,000 30,000

その他 909,849 564,441

流動負債合計 9,313,702 7,203,481

固定負債

長期借入金 － 1,113,373

退職給付引当金 568,113 543,631

役員退職慰労引当金 287,086 323,149

その他 47,416 32,956

固定負債合計 902,616 2,013,112

負債合計 10,216,318 9,216,593

純資産の部

株主資本

資本金 1,848,846 1,848,846

資本剰余金 1,469,608 1,469,608

利益剰余金 8,048,064 8,069,417

自己株式 △40,100 △40,115

株主資本合計 11,326,419 11,347,757

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 210,853 263,448

為替換算調整勘定 △62,012 △46,307

その他の包括利益累計額合計 148,840 217,140

少数株主持分 2,507 2,658

純資産合計 11,477,767 11,567,556

負債純資産合計 21,694,086 20,784,149
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 17,355,923

売上原価 14,922,359

売上総利益 2,433,563

販売費及び一般管理費 1,875,903

営業利益 557,660

営業外収益

受取利息 788

受取配当金 25,160

その他 36,392

営業外収益合計 62,341

営業外費用

支払利息 3,046

営業外費用合計 3,046

経常利益 616,955

特別利益

固定資産売却益 171

特別利益合計 171

特別損失

固定資産除却損 3,015

投資有価証券評価損 213,223

特別損失合計 216,239

税金等調整前四半期純利益 400,888

法人税等 177,795

少数株主損益調整前四半期純利益 223,092

少数株主利益 72

四半期純利益 223,020
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 223,092

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 52,595

為替換算調整勘定 15,783

その他の包括利益合計 68,378

四半期包括利益 291,471

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 291,320

少数株主に係る四半期包括利益 151
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。
　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。
　

【会計方針の変更等】
　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ11,950千円増加しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．税金費用の計算 税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益及びこれに対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法人税等調整額は、法人税等

に含めて表示しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し
ております。
　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満
期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 364,063千円 258,180千円

支払手形 52,019千円 28,282千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３
四半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。
　

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

減価償却費 368,842千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 201,667 9.00平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計
期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２　

商事部門
焼入鋼帯
部門

鈑金加工品
部門

海外事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　
　外部顧客への売上高 10,540,9411,238,8825,111,132464,96617,355,923 ― 17,355,923
セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,297,057234,80741,709 ― 1,573,575△1,573,575 ―

計 11,837,9981,473,6905,152,842464,96618,929,498△1,573,57517,355,923

セグメント利益 491,764181,547560,68211,3111,245,306△687,645557,660

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△687,645千円は、セグメント間取引消去△8,030千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△679,615千円が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 9円95銭

    (算定上の基礎) 　

    四半期純利益金額(千円) 223,020

    普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 223,020

    普通株式の期中平均株式数(株) 22,407,454

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

(重要な後発事象)

重要な子会社の設立

当社は、平成25年１月25日開催の取締役会において、メキシコ合衆国に子会社を設立することを決議い
たしました。

　

１．子会社の設立の理由

メキシコ市場は将来にわたって大きな成長が見込まれる有望な市場であります。当社といたしまし
ては、こうした成長地域での事業展開をすすめることで事業の拡大と収益性の確保を図ってまいりま
す。

　

２．子会社の概要

（1）商号　　　Molitec Steel(Mexico)S.A. de C.V.

（2）所在地　　メキシコ合衆国　アグアスカリエンテス州　アグアスカリエンテス市

（3）代表者　　中尾愼哉

（4）資本金　　1億1千万メキシコペソ

（5）出資比率　当社　100％

（6）設立時期　平成25年３月（予定）

（7）操業開始　平成26年８月（予定）

（8）事業内容　自動車用部品の製造・販売並びに鋼材販売

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月12日

モリテック スチール株式会社

取締役会  御中

　

協立監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    朝　　田　　   潔 　　 印

　
業務執行社員 　 公認会計士    公　　江　　正　　典   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモリ
テック スチール株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結
会計期間(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日か
ら平成24年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、モリテック スチール株式会社及び連結子会社
の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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